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仙台市高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画の主要事業取り組み状況について 

【令和２年度】 

 

 

 平成 30～令和 2 年度を計画期間とした「高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画」は、「高齢者

がその尊厳を保ち、健康で生きがいを感じながら、社会を支え続けるとともに、支援が必要になっ

ても地域で安心して暮らすことができる社会の実現を目指します」を基本目標とし、基本目標の実

現に向け、「健康と元気でいられる環境づくり」「知識・経験や能力を生かして活躍し続けられる機

会の充実」「必要な支援を得ながら自立した生活を続けられる体制づくり」「地域の資源やつながり、

専門職の連携を生かした地域の支え合いへの支援」「認知症の人が安心して暮らせるまちづくり」

「介護サービス基盤の整備」「高度化する介護ニーズへ対応できる人材の確保」の７つの施策を設定

し、高齢者保健福祉施策を推進している。 

各施策における令和２年度の主な事業の取り組み状況については、次のとおりとなっているが、

世界中で猛威を振るう新型コロナウイルス感染症は、本市の市民生活と地域経済に深刻な影響をも

たらしており、本計画の事業においても、その影響がみられている状況である。 

（ ○継続施策 ●見直しまたは拡充施策 ☆新規施策 ） 

 

 

１．健康と元気でいられる環境づくり 

（１）介護予防に積極的に取り組める環境の整備 

  ○（ア）通所型短期集中予防サービス 

要支援者及び事業対象者（豊齢力チェックリストの判定に該当した方）に対して、仙台

市が実施を委託したデイサービスセンターやスポーツクラブ等の施設への通所により、そ

の生活機能の低下にあわせて、運動器の機能向上、口腔機能の向上に資する介護予防サー

ビスを提供する。 

・２年度実績  参加者数 延べ１１５人※ 

（※新型コロナウイルス感染拡大防止のため一部中止） 

・元年度実績  参加者数 延べ２００人 

・３０年度実績 参加者数 延べ２５０人 

 

○（イ）地域包括支援センターによる介護予防教室  

おおむね 65 歳以上の方に対して、地域包括支援センターが、介護予防に資する健康教

室等を実施する。 

・２年度実績  開催回数  ７６４回※   参加者数  ７，８１９人 

（※新型コロナウイルス感染拡大防止のため一部開催中止） 

・元年度実績  開催回数１，００９回※   参加者数 １６，１５４人 

 （※新型コロナウイルス感染拡大防止のため一部開催中止） 

・３０年度実績 開催回数１，０３９回    参加者数 １５，８３９人 

 

 

参考資料4 
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○（ウ）介護予防把握事業 

70 歳・75 歳・80 歳となる高齢者（事業対象者・要介護・要支援者は除く）を対象に、

加齢による生活機能の低下を早期に把握して予防・改善につなげるため、豊齢力チェック

リストによる生活機能の確認を行い、要介護・要支援状態になる可能性が高い虚弱な状態

にあると認められた高齢者（介護予防把握事業対象者）には、より積極的に介護予防の勧

奨を行う。 

・２年度実績  介護予防把握事業対象者数  ６，７９６人 

・元年度実績  介護予防把握事業対象者数  ６，３５２人 

・３０年度実績 介護予防把握事業対象者数  ６，５２２人 

 

○（エ）介護予防自主グループ育成・支援 

高齢者が住み慣れた地域で介護予防に取り組めるよう、地域の住民参加により自主的に

介護予防に取り組む介護予防自主グループに対して、グループの企画・運営を行うボラン

ティア（介護予防運動サポーター）の育成やスキルアップを図る研修を行うなどにより活

動を支援する。 

・２年度実績  サポーター養成研修       ３７回 

        サポータースキルアップ研修   ３５回 

        介護予防自主グループ登録数 ２３４団体 

・元年度実績  サポーター養成研修       ４１回 

サポータースキルアップ研修   ３２回 

介護予防自主グループ登録数 ２３４団体 

・３０年度実績 サポーター養成研修       ４８回 

サポータースキルアップ研修   ２８回 

介護予防自主グループ登録数 ２３０団体 

 

○（オ）シニア世代向け健康づくり講座 

     介護予防を目的とした健康づくり講座を開催し、講座終了後も参加者によるグループで

の活動を継続できるよう支援する。 

     ・２年度実績  講座実施 ２か所 活動継続グループ ２団体 

・元年度実績  講座実施 ５か所 活動継続グループ ５団体 

・３０年度実績 講座実施 ６か所 活動継続グループ ６団体 

 

○（カ）地域リハビリテーション活動支援事業（健康づくり応援事業） 

地域の通いの場等の活動に運動を取り入れ健康づくりをしたい方々を応援するため、リ

ハビリテーション専門職を派遣する。 

・２年度実績  派遣団体 １５団体※ 

（※新型コロナウイルス感染拡大防止のため派遣を一時延期） 

・元年度実績  派遣団体 ３６団体 

・３０年度実績 派遣団体 ８８団体 
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（２）スポーツ活動支援 

○（ア）高齢者生きがい健康祭（スポーツ交流大会） 

スポーツや文化活動を通じて、健康づくりや社会参加の機会を提供し、生きがいのある

高齢社会の実現を目的に、例年９月から１１月にかけて開催している。 

・２年度実績  新型コロナウイルス感染拡大防止のため中止 

・元年度実績  競技種目数 １７種目 参加人数 １，８５６人 

   ・３０年度実績 競技種目数 １７種目 参加人数 １，９３１人 

 

○（イ）全国健康福祉祭（ねんりんピック）大会派遣 

全国健康福祉祭（ねんりんピック）に選手団を派遣している。 

・２年度実績  新型コロナウイルス感染拡大防止のため中止 

・元年度実績  選手団 １５２人 （和歌山大会） 

・３０年度実績 選手団 １５０人 （とやま大会） 

 

 

２．知識・経験や能力を生かして活躍し続けられる機会の充実  

（１）多彩な生涯学習の展開 

●（ア）せんだい豊齢学園による講座の実施 

高齢者向けに社会貢献に資する学習と相互交流の場を提供し、健康・生きがいづくりを

支援しながら人材の養成を図る。 

・２年度実績  修了者数   ０人※ 

（※新型コロナウイルス感染拡大防止のため一部講座休講等によるもの） 

・元年度実績  修了者数 １１６人 

・３０年度実績 修了者数 １４８人 

 

（２）社会参加活動の促進 

○（ア）シルバー人材センターによる臨時的・短期的な仕事のあっせん 

高齢者に臨時的、短期的な就業の機会を提供している（公社）仙台市シルバー人材セン

ターに対し助成を行い、その活動を支援している。 

・２年度実績  契約金額 １，０１２，６９１千円 

・元年度実績  契約金額 １，１１８，１０２千円 

・３０年度実績 契約金額 １，１２０，９９７千円 

 

☆（イ）就労を希望する高齢者への求人情報の提供等マッチング支援体制の検討 

少子・高齢化が進展する中、働く意欲のある高齢者が知識・経験や能力を生かし、年齢

に関わりなく働くことができる生涯現役社会を目指すため、地域の関係機関と「仙台市生

涯現役促進協議会」を設立し、厚生労働省が公募している「生涯現役促進地域連携事業」

に応募、受託し、高年齢者の多様な就業機会を確保するための取り組みを実施する。 

・２年度実績  相談件数 ４７１件 

相談による就業件数 ６１件 
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相談件数（事業者） １０６件 

相談による雇用件数 ６件 

合同説明会参加者数 ４８４人     

合同説明会参加者の就業件数 ６２件 

・元年度実績  相談件数 ４６４件 

相談による就業件数 ６５件 

相談件数（事業者） ４３件 

相談による雇用件数 １１件 

合同説明会参加者数 ３２５人     

合同説明会参加者の就業件数 ３１件 

・３０年度実績 協議会を設立し、「生涯現役促進地域連携事業」採択決定。 

 

●（ウ）地域における支え合い活動を行うボランティア団体への支援 

高齢者が住み慣れた地域で安心して暮らし続けられるよう、地域の中でボランティア団

体等が行う高齢者に対する日常生活支援活動の実施及び立ち上げに要する経費の助成を

行い、その活動の支援をしている 

・２年度実績  実施団体助成件数  １０件 

・元年度実績  実施団体助成件数  ９件 

・３０年度実績 実施団体助成件数  ８件 

 

○（エ）老人クラブへの助成 

会員相互の親睦を図るほか、教養の向上、健康の増進のための活動や社会奉仕活動等に

より、地域コミュニティ活動を支える活動を実施している老人クラブに対し助成を行い、

その活動を支援している。 

・２年度実績  団体数 ４１４団体、 会員数 １７，８９６人 

・元年度実績  団体数 ４２７団体、 会員数 １８，９３１人 

・３０年度見込 団体数 ４４０団体、 会員数 １９，７０７人 

 

○（オ）敬老乗車制度の運用 

高齢者の社会参加を促し、高齢者の健康づくり、生きがいづくりを支援するため、７０

歳以上の高齢者に対し、市バス、宮城交通バス、地下鉄を利用できる敬老乗車証を交付し

ている。平成２８年１０月より磁気カード方式からＩＣカード方式に移行した。 

・２年度実績  交付者数 １３４，６６３人 

・元年度実績  交付者数 １２９，７２２人 

・３０年度実績 交付者数 １２１，８９３人 

※交付者数は、年度末時点の敬老乗車証ＩＣカードの保有者数 
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３．必要な支援を得ながら自立した生活を続けられる体制づくり 

（１）多様な生活支援サービスを提供する体制づくり 

○（ア）食の自立支援サービス 

    要介護・要支援者又は要介護・要支援状態となる可能性の高い方で、低栄養状態で栄養

改善の必要があり、かつ、ひとり暮らし等で食事の用意が困難な方に、栄養バランスのと

れた食事を届け、安否確認や声かけを行う。 

・２年度実績  利用者数 １，５９６人  延べ配食数 ３０５，５０８食 

・元年度実績  利用者数 １，６５８人  延べ配食数 ３０１，９１６食 

・３０年度実績 利用者数 １，５９０人  延べ配食数 ２９９，９９０食 

 

○（イ）緊急ショートステイベッドの確保 

介護者の事故や急病などの緊急の理由によりショートステイの利用が必要となった場

合に備えて専用ベッドを確保し、介護者の負担軽減を図る。 

・２年度実績  利用日数   ３９日（稼働率  ７．２６％） 

・元年度実績  利用日数  １４８日（稼働率 ２４．３２％） 

・３０年度実績 利用日数  ２２８日（稼働率 ３１．２３％） 

 

○（ウ）ひとり暮らし緊急通報システム 

65歳以上の在宅ひとり暮らし高齢者（日中ひとり暮らしを含む）等に対し、緊急時にボ

タンひとつで仙台市が委託する警備会社に通報する機器を貸与する。 

※警備員方式の場合、月５２５円の利用料を負担 

・２年度実績  設置台数 ３，７６０台 （うち新規設置台数 ５３８台） 

・元年度実績  設置台数 ３，８１７台 （うち新規設置台数 ５８５台） 

・３０年度実績 設置台数 ３，７６８台 （うち新規設置台数 ６０７台） 

 

○（エ）高齢者総合相談 

区役所・総合支所において、高齢者に係る保健サービス及び福祉サービスの総合的な相

談、実態把握、処遇計画の立案等を行うとともに、関係機関・団体との緊密な連絡調整を

行う。 

・２年度実績  相談件数（総数）  ７，８５９件 

・元年度実績  相談件数（総数）  ８，４４２件 

・３０年度実績 相談件数（総数）  ８，１０８件 

 

 

（２）高齢者の虐待防止と権利擁護の推進 

○（ア）成年後見制度の利用支援 

判断能力が不十分な高齢者等を保護・支援するために、後見人等を選任する必要がある

とき、家庭裁判所への申立てを行う親族がいないなどの理由で制度利用が困難な者につい

て、市長が後見等開始の審判の請求を行う。また、市長が後見等開始の審判の請求を行っ

た場合に、一定の条件により成年後見人等報酬を助成する。 



6 

・２年度実績  市長申立て ２８件  報酬助成 ３６件 

・元年度実績   市長申立て ２８件  報酬助成 ２５件 

・３０年度実績  市長申立て ３１件  報酬助成 ２７件 

 

（３）高齢者の居住環境の整備 

○（ア）住宅改造費助成 

身体機能低下等のために居宅の改造が必要な場合に、補助対象工事費の４分の３まで

（６０万円を限度）を補助する。 

・２年度実績   ９件 

・元年度実績  １２件 

・３０年度実績  ８件 

 

○（イ）サービス付き高齢者向け住宅の登録及び質の確保 

「高齢者住まい法」の改正により平成 23 年 10 月から創設された、住宅としての居室の

広さや設備、バリアフリーなどのハード面の条件を備えるとともに、ケアの専門家による

安否確認や生活相談サービスを提供するサービス付き高齢者向け住宅の登録及び質の確

保を図り、高齢者が安心して暮らすことができる環境を整える。 

・２年度実績  登録件数    ２件（   ５３戸） 

        延べ登録件数 ５８件（１，９３３戸） 

・元年度実績  登録件数    ２件（   ８７戸） 

        延べ登録件数 ５６件（１，８８０戸） 

・３０年度実績 登録件数    ２件（   ８９戸） 

        延べ登録件数 ５４件（１，７９３戸） 

 

 

４．地域の資源やつながり、専門職の連携を生かした地域の支え合いへの支援 

（１）地域の見守りや支え合い活動の充実に向けた支援 

○（ア）講演会等の開催による市民理解の促進 

地域における住民同士の支え合いの推進に向け、地域の様々な主体が、自分たちが暮ら

す地域の現状や課題について共に考え、互いに支え合うことの重要性について、市民の理

解と関心を深めるための講演会等を実施している。 

・２年度実績  新型コロナウイルス感染拡大防止のため実施せず。 

・元年度実績  全市で１回、各区で計１４回実施 

・３０年度実績 全市で１回、各区で計１１回実施 

 

○（イ）民間企業との見守り協定の締結等による地域の見守り体制の充実 

高齢者の見守り活動の促進に関する取り組みの一環として、みやぎ生活協同組合、河北

新報販売店、仙台市ガス局、市内の郵便局及び仙台農業協同組合と協定を締結し、事業者

が業務を行う中で、ひとり暮らし高齢者等の異変等に気づいた場合に、本市に連絡をいた

だき、必要な対応をとる体制を整えている。 
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・２年度実績  通報件数 ２８件 

・元年度実績  通報件数 ２２件 

・３０年度実績 通報件数 ２６件 

 

（２）専門職の力を生かした高齢者の在宅生活の支援 

●（ア）地域ケア会議の開催 

地域ケア会議を開催し、個別課題の解決や関係機関とのネットワークづくり、地域資源

の創出等の推進を図る。 

（地域包括支援センター実施分） 

・２年度実績  個別ケア会議 ６７回※ 

        包括圏域会議 ８８回※ 

        （※新型コロナウイルス感染拡大防止のため一部開催中止） 

・元年度実績  個別ケア会議 １０７回  

 包括圏域会議 １５４回※ 

（※新型コロナウイルス感染拡大防止のため一部開催中止） 

・３０年度実績 個別ケア会議 １１７回  

 包括圏域会議 １８９回 

 

（区役所実施分） 

・２年度実績   区地域ケア会議  ５回 

・元年度実績    区地域ケア会議  ５回  

多職種連携会議※ 

         ※令和元年度から（イ）介護予防のための地域個別ケア会議へ移行 

・３０年度実績  区地域ケア会議  ６回  

多職種連携会議 １３回 

       

☆（イ）自立支援・介護予防の視点を重視した介護予防ケアマネジメント実施のための支援 

高齢者の課題解決や自立支援の促進、ＱＯＬの向上を目指すことを目的として、多職種

が協働して個別ケースの支援内容を検討する介護予防のための地域ケア個別会議を実施

する。 

・２年度実績  介護予防のための地域ケア個別会議実施回数 ２３回 

・元年度実績  介護予防のための地域ケア個別会議実施回数 １９回 

・３０年度実績 介護予防のための地域ケア個別会議実施回数  ９回 

 

☆（ウ）在宅医療に係る資源の把握と情報提供 

医療・介護に関わる地域資源の情報を把握し共有できる仕組みづくりや、地域における

多職種連携の取り組みへの支援の充実を図る。 

・２年度実績  仙台市ホームページにより、在宅医療の啓発、市民向け講演会の開催

案内、医療機関や介護サービス事業者の情報、専門職向けの研修に関す

る情報を掲載している。また、各地域の多職種が連携し、高齢者等の在
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宅療養者に対し医療と介護の一体的な提供を目的とする、地域在宅療養

推進連絡会の活動を支援している。 

・元年度実績  仙台市ホームページにより、在宅医療の啓発、医療機関や介護サービ

ス事業者の情報、専門職向けの研修に関する情報提供を行っている。ま

た、多職種が連携し、高齢者等の在宅療養者に対し医療と介護の一体的

な提供を目的とする、地域在宅療養推進連絡会の活動を支援している。 

・３０年度実績 仙台市ホームページや冊子により介護事業者等の情報提供を実施して

いる。また、仙台市ホームページに在宅医療・介護連携の推進について

のポータルサイトを設置し、在宅医療の啓発、医療機関や介護サービス

事業者の情報、専門職向けの研修に関する情報などをまとめて掲載して

いる。 

☆（エ）在宅医療・介護関係者を対象とした相談窓口の設置の検討 

地域の医療・介護関係者や地域包括支援センター等を対象とした在宅医療・介護連携に

関する相談窓口を設置し、情報提供や助言等を行う。 

・２年度実績  相談件数 ５０件 

・元年度実績  相談件数 ４３件 

・３０年度実績 平成３１年２月１日相談窓口設置。 

        相談件数 １８件（２月、３月合計） 

 

☆（オ）在宅医療・介護に携わる多職種の連携強化を図るための研修の検討 

在宅医療・介護に関わる専門職や相談機関を対象として、それぞれの専門性を一層高め

るとともに、お互いの専門分野についての理解を深める研修の充実を図る。 

・２年度実績 

・ＭＳＷ・ケアマネジャー合同研修会を実施予定であったが、新型コロナウイルス感

染拡大防止のため中止 

・元年度実績  

 ・「介護保険制度における看護師等の役割」をテーマに看護職員等専門職員研修の開催

を企画（※新型コロナ感染拡大防止のため中止） 

・３０年度実績  

      ・居宅介護支援専門員等研修会の中で、医療と介護の連携に関する研修を計３回実施 

・ＭＳＷ・ケアマネジャー合同研修会を実施 

 

●（カ）在宅医療・介護についての市民の理解を深めるための講演会やシンポジウム等の開催 

市民が在宅医療・介護に関する理解を深め、在宅医療・介護が必要になった時に、自ら

必要なサービスを選択できるよう、市民への情報提供や普及・啓発に取り組む。 

・２年度実績 

・終末期医療を考える講演会を９月５日、２月２０日にそれぞれ開催予定であったが、

いずれも新型コロナウイルス感染拡大防止のため中止 

・元年度実績  

・終末期医療を考える講演会の開催 計１回※ 
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（※２/２９にも開催を予定していたが、新型コロナ感染拡大防止のため中止） 

・３０年度実績  

・終末期医療を考える講演会の開催 計２回 

※仙台市医師会との共催 

 

（３）地域包括支援センターによる支援の充実 

○（ア）地域包括支援センターによる包括的支援事業 

地域住民の心身の健康の保持及び生活の安定のために必要な援助を行うことにより、そ

の保健医療の向上及び福祉の増進を包括的に支援するため、地域包括支援センターでの総

合相談、権利擁護、包括的・継続的ケアマネジメント支援、介護予防ケアマネジメントを

実施する。 

・２年度実績  設置数 ５２か所 延べ相談件数 ５７，７６３件 

・元年度実績  設置数 ５２か所 延べ相談件数 ５８，５０７件 

・３０年度実績 設置数 ５２か所 延べ相談件数 ５４，６８８件 

 

☆（イ）地域包括支援センターの相談窓口の充実検討 

市民の相談機会を拡げるため、地域包括支援センター以外の会場を用いた出張相談を実

施する。 

・２年度実績  出張相談会 ２４センターにおいて 計３１３回 

・元年度実績  出張相談会 ２４センターにおいて 計３４１回 

・３０年度実績 出張相談会 ２２センターにおいて、計５３９回 

  

○（ウ）地域包括支援センター職員を対象とした研修等の実施 

地域包括支援センター職員を対象に、包括的支援事業等の適切な遂行に資するよう、資

質の向上及び各種事業に対する理解を深めるために研修会を実施する。 

・２年度実績  開催回数８回※ 参加者数 ５３９人※ 

（※5/13、5/14、6/18にも開催を予定していたが、新型コロナウイルス感染拡大防止の

ため中止） 

・元年度実績  開催回数１０回※ 参加者数 ６１２人※ 

（※２/１８にも開催を予定していたが、新型コロナウイルス感染拡大防止のため中止） 

・３０年度実績 開催回数１１回  参加者数 ７６１人 

 

☆（エ）地域包括支援センターの業務状況の分析・評価とそれを踏まえた支援のあり方の検討  

各地域包括支援センターの現状や課題を各区役所・総合支所と情報共有を行うための会

議を実施する。 

・２年度実績  （会議開催回数）  ６回※ 

（※令和２年度より包括担当者会議と地域連絡会議を同日に開催している） 

・元年度実績  （会議開催回数）  ８回 

・３０年度実績 （会議開催回数） １１回 
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５．認知症の人が安心して暮らせるまちづくり 

（１）認知症の人や家族の視点に立った支援の充実 

●（ア）認知症初期集中支援チームによる支援 

    認知症に関する困りごとについて、医師、薬剤師、看護師等の専門職が必要に応じて訪

問等による支援を行う。 

・２年度実績  全地域包括支援センターで実施 

        ４チーム体制 （５６件訪問   ５件相談） 

・元年度実績  全地域包括支援センターで実施 

４チーム体制 （６７件訪問   ７件相談） 

・３０年度実績 全地域包括支援センターで実施 

４チーム体制 （５４件訪問   ８件相談） 

 

●（イ）認知症ケアパスの作成 

認知症を発症した後の容態に応じた進行状況にあわせて医療・介護サービスの情報を標

準的に示す「全市版ケアパス」、認知症への不安を感じている方や診断を受けた方が手に

取る「個人版ケアパス」、地域包括支援センターが地域の関係機関とネットワークを構築

し、認知症の地域資源を掲載する「地域版ケアパス」について、普及・啓発を行う。 

・２年度実績   「全市版ケアパス」の内容更新のため、ワーキンググループを設置

し見直し検討を開始。令和３年度に完成予定。 

・元年度実績   「全市版ケアパス」「個人版ケアパス」をそれぞれ２０，０００部増

刷し、各所で配布、全５２センターで「地域版ケアパス」を作成し、

適宜内容を更新。 

・３０年度実績  本人を含むワーキンググループで効果的な普及啓発を検討、メッセ

ージ事例集（個人版ケアパス）を作成 

「全市版ケアパス」２０，０００部増刷、３０年度新設の２センタ

ーで「地域版ケアパス」を作成、「個人版ケアパス」２０，０００部作

成 

  

○（ウ）認知症カフェの設置 

   認知症の人やその家族が地域の専門家と相互に情報を共有し、お互いを理解し合う認知

症カフェの設置を推進する 

・２年度実績  研修会開催回数 ２回  

        認知症カフェネットワークミーティング ３３人参加 

        認知症カフェセミナー（オンデマンド配信）申込者５９３人 

        認知症カフェタイプ ７７団体  家族交流会タイプ１５団体 

        ご本人中心のタイプ ５団体 

・元年度実績  研修会開催回数 ２回  延べ２１５人参加 

認知症カフェタイプ ７９団体  家族交流会タイプ１７団体 

ご本人中心のタイプ  ５団体 

・３０年度実績 研修会開催回数 ３回  延べ２４５人参加 
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認知症カフェタイプ ６６団体  家族交流会タイプ１６団体 

ご本人中心のタイプ  ５団体 

 

（２）医療・介護専門職等の人材育成と連携強化 

○（ア）認知症介護研修等の実施 

認知症介護を提供する事業所の職員等に対し、適切なサービスの提供に向けた研修を実

施し、介護サービスの充実を図る。 

・２年度実績  修了者数 ２５８人※ 

 （※新型コロナウイルス感染拡大防止のため、１回の研修の定員を例年のおよそ半分

にして実施したため修了者数が減少） 

・元年度実績  修了者数 ３２８人※ 

 （※新型コロナウイルス感染拡大防止のため中止による修了者数の減少（３/１０）） 

・３０年度実績 修了者数 ４３１人 

 

○（イ）認知症疾患医療センターによる鑑別診断や相談 

認知症疾患医療センターを設置し、認知症疾患に関する鑑別診断と初期対応、専門医療

相談を実施するとともに、地域保健医療・介護関係者への研修等を実施する。 

・２年度実績 

設置          ４か所 （地域型 ３か所  連携型  １か所） 

鑑別診断件数  ８９３件 （地域型 ６１２件 連携型 ２８１件） 

相談件数        １，１６０件  （地域型 ７５６件 連携型 ４０４件） 

・元年度実績 

設置          ４か所 （地域型 ３か所  連携型  １か所） 

鑑別診断件数  ９４６件 （地域型 ６８４件 連携型 ２６２件） 

相談件数        １，２３２件  （地域型 ８６２件 連携型 ３７０件） 

・３０年度実績  

設置         ４か所 （地域型 ３か所  連携型  １か所） 

鑑別診断件数  １，１０９件 （地域型 ７３１件 連携型 ３７８件） 

相談件数    １，４３７件 （地域型 ９４７件 連携型 ４９０件） 

 

（３）認知症に対する理解と地域での支え合いの促進 

  ○（ア）認知症サポーターの養成  

誰もが暮らしやすい地域を作っていくために、認知症を正しく理解し、認知症の方やそ

の家族を地域で温かく見守る認知症サポーターの養成講座を、地域や学校、職場などで実

施する。 

・２年度実績  ①認知症サポーター養成講座開催回数 １０５回 

②認知症サポーター養成人数   ３，４４１人 

・元年度実績  ①認知症サポーター養成講座開催回数 ２２５回 

②認知症サポーター養成人数   ８，１０８人 

・３０年度実績 ①認知症サポーター養成講座開催回数 ２８９回 



12 

②認知症サポーター養成人数  １１，４２１人 

 

☆（イ）認知症パートナーの養成と地域で活躍できる場の検討 

認知症の人の気持ちを理解し、認知症の人と一緒に活動するための認知症パートナー講

座を行い、受講後、希望者には活動場所などの紹介を行う。また、認知症パートナー講座

を開催するための研修であるキャラバン・メイトスキルアップ研修や、既に活動を行って

いる方の取組み事例の紹介などを行う認知症サポーター情報交換会を実施する。 

・２年度実績  ①認知症パートナー講座         ５回 

         ②認知症パートナー講座指導者養成研修     

        （キャラバン・メイトスキルアップ研修） １回 

        ③認知症サポーター情報交換会      １回 

・元年度実績  ①認知症パートナー講座         ６回 

         ②認知症パートナー講座指導者養成研修      

        （キャラバン・メイトスキルアップ研修） １回 

        ③認知症サポーター情報交換会      ０回※ 

        （※３/１３に開催を予定していたが、新型コロナウイルス感染拡大 

防止のため中止）  

・３０年度実績 ①認知症パートナー講座         １回 

         ②キャラバン・メイトスキルアップ研修  １回 

        ③認知症サポーター情報交換会      １回  

 

○（ウ）認知症地域支援推進員の配置 

    認知症の容態の変化に応じた適切なサービスが提供されるよう、医療機関や介護サービ

ス及び地域の支援機関の連携を図るための支援や、認知症の方やその家族を支援する相談

業務を行う認知症地域支援推進員を区役所や地域包括支援センター等に配置する。 

・２年度実績  認知症地域支援推進員 １３８人配置 

・元年度実績  認知症地域支援推進員 １４５人配置 

・３０年度実績 認知症地域支援推進員 １２４人配置 

 

☆（エ）メール配信等による行方不明高齢者等の捜索支援 

認知症の人が行方不明となった場合に、24 時間 365 日間家族等からの電話を受け付け、

協力者に電子メールを配信し協力を依頼することで、早期発見・保護の一助とする。これ

により、認知症の人を温かく見守れる地域づくりに資することを目的とする。 

・２年度実績   利用登録者   １７３人 

         協力登録者 １，２０８人  

・元年度実績    利用登録者   １２９人 

         協力登録者   ８５５人 

・３０年度実績  利用登録者    ８２人 

         協力登録者   ６１５人 

 



13 

６．介護サービス基盤の整備 

（１）介護サービス基盤の整備 

○（ア）介護老人福祉施設（特別養護老人ホーム）の整備 

施設に入所している要介護者に対し、入浴、排せつ、食事等の介護その他の日常生活上

の世話、機能訓練、健康管理及び療養上の世話、生活全般にわたって必要なサービスを行

う施設を整備する。 

・２年度実績  １施設（１１０床）を選定 計７４施設（５，４５９床）※ 

※３年３月既存特養増床１施設（１００床）及び２年９月既存特養併設ショート転換１

施設（８床）を含む 

・元年度実績  １施設（１４０床）を選定 計７０施設（５，２４１床）※ 

※元年８月既存特養増床１施設（６０床）及び併設ショート転換１施設（１０床）を含 

 む 

・３０年度実績 ２施設（２８０床）を選定 計６９施設（５，０３１床）※ 

※３０年８月既存特養併設ショート転換３施設（２９床）及び２９年８月既存特養併設

ショート転換４施設（３４床）を含む 

 

○（イ）介護老人保健施設の整備 

施設に入所している要介護者に対し、看護、医学的管理の下における介護及び機能訓練

その他必要な医療並びに日常生活上の世話を行う施設で、主に病状が安定期にある要介護

者を対象とし、リハビリテーション等を中心としたサービスを行う施設を整備する。 

・２年度実績  実績なし 

・元年度実績  ２施設（９９床）を選定  計３７施設（３，５７９床） 

・３０年度実績 実績なし         計３５施設（３，４８０床） 

 

 ●（ウ）看護小規模多機能型居宅介護の整備 

小規模多機能型居宅介護のサービスに加え、必要に応じて看護師がたんの吸引や経管栄

養、じょくそうの処理や点滴の管理などを行う施設を地域バランスに配慮して整備する。 

・２年度実績   実績なし           計１５施設（４２７人） 

・元年度実績   １施設（登録 ２９人）を選定 計１５施設（４２７人） 

・３０年度実績  ２施設（登録 ５８人）を選定 計１４施設（３９８人） 

 

○（エ）特定施設入居者生活介護（有料老人ホーム等）の整備 

入居している方に対し、入浴、排せつ、食事等の介護その他の日常生活上の世話を行う

有料老人ホーム等の施設の整備を行う。 

・２年度実績   １施設（ ７２床）を選定 計４６施設（２，８０８床） 

・元年度実績   ２施設（１１５床）を選定 計４６施設（２，７３６床） 

・３０年度実績  １施設（１０５床）を選定 計４４施設（２，６２１床） 

 

○（オ）認知症対応型共同生活介護（グループホーム）の整備 

認知症の方に対し、その共同生活を営むべき住居において、入浴、排せつ、食事等の介
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護、その他の日常生活上の世話及び機能訓練等のサービスを行う施設を地域バランスに配

慮して整備する。 

・２年度実績   ２施設（３６床）を選定  計１２０施設（２，１４１床）※ 

※既存１施設の１ユニット（９名）増床を含む 

・元年度実績   ３施設（６３床）を選定  計１１８施設（２，０９６床） 

・３０年度実績  ３施設（５４床）を選定  計１１５施設（２，０３３床） 

 

●（カ）小規模多機能型居宅介護の整備 

「通い」を中心として、要介護者等の心身の状況や生活環境に応じて、「訪問」や「泊ま

り」を組み合わせながら、入浴、排せつ、食事等の介護その他の日常生活上の世話や機能

訓練等のサービスを行う施設を地域バランスに配慮して整備する。 

・２年度実績   実績なし           計４２施設（１，１５１人） 

・元年度実績   １施設（登録 ２９人）を選定 計４３施設（１，１７６人）※ 

※廃止事業所の随時申請による再指定（登録２９人）、登録定員変更（１２人（３施設分）

増）を含む 

・３０年度実績  ２施設（登録 ５４人）を選定 計４１施設（１，１０６人）※ 

※３０年３月廃止１施設（登録２５人）、看護小規模方居宅介護への転換１施設（登録２９

人）、平成３１年３月廃止１施設（登録２５人）、登録定員変更（１２人（３施設分）増）  

〔介護保険施設整備状況（設置数・定員）〕  

 
令和２年度 

（3年目） 

第 7期 

目標数 

第 7期 

選定数 

（令和2年度末時点) 

  定員 定員 定員 

介護老人福祉施設(特別養護老人ホーム) ２１８人分 ８５０人分 ９１７人分  

介護老人保健施設 ０人分 １００人分 ９９人分 

認知症高齢者グループホーム ４５人分 １８０人分 １６２人分 

小規模多機能型居宅介護及び 

看護小規模多機能型居宅介護 
０事業所 １２事業所 ６事業所 

特定施設入居者生活介護 ７２人分 ３００人分 ２９２人分 

・数字は、計画期間内に公募選定を行った定数等であり、計画期間後に開所予定の定員数等が含まれる。 

 

 

７．高度化する介護ニーズへ対応できる人材の確保 

（１）サービスを担う人材の確保 

○（ア）事業所への指導監査等を通じた職員の勤務実態・職場環境の把握と適切な指導・助言

の実施 

事業所への指導・監査の際に、職員の勤務実態や職場環境についても適宜把握し、職員

の処遇改善に向けて指導・助言を行うなど、事業運営の適正化とサービスの質の確保・向
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上、指定基準違反の防止を図る。 

    （介護保険施設等） 

・２年度実績  指導：  ０事業所※   監査： ９事業所実施※ 

※新型コロナウイルス感染拡大防止のため実施見合わせ 

・元年度実績  指導： ８９事業所実施  監査： ９事業所実施 

・３０年度実績 指導：１２７事業所実施  監査：１３事業所実施 

    （居宅サービス事業者等） 

・２年度実績  指導：  ０事業所※   監査:  ６事業所実施※ 

※新型コロナウイルス感染拡大防止のため実施見合わせ 

・元年度実績  指導：２０５事業所実施  監査： ３事業所実施 

・３０年度実績 指導：２２０事業所実施  監査：１０事業所実施 

 

○（イ）職員の定着を図るための手法（意欲向上、メンタルヘルス等）に関する事業者との

情報交換や研修会の機会の確保 

介護人材確保に向け、関係団体と協力し、「仙台市介護人材確保取組み実行委員会」

を組織し、介護職員の定着を図るため、新任介護関係職員を対象にした研修・交流会

や中堅介護職員研修会を実施する。 

・２年度実績  新任職員向け研修・交流会 実績なし※ 

        （※10/21 に開催を予定していたが、新型コロナウイルス感染症拡

大防止のため実施見合わせ） 

中堅職員向け研修会    １回実施 

（※感染症対策研修会として実施） 

・元年度実績  新任職員向け研修・交流会 １回実施 

中堅職員向け研修会    １回実施 

・３０年度実績 新任職員向け研修・交流会 １回実施 

中堅職員向け研修会    １回実施 

○（ウ）関係団体等と連携した介護関連職種のイメージアップにつながる広報・啓発の実施 

「仙台市介護人材確保取組み実行委員会」で、各種イベント等への出展や小学校出前

授業を実施する他、効果的な広報・啓発の実施に向けた検討を行う。 

・２年度実績   仙台市介護人材確保取組み実行委員会 ２回開催 

区民まつり等へのブース出展 実績なし※ 

（※新型コロナウイルス感染拡大防止のため区民まつり等が中止

となったため） 

小学校への出前授業 実績なし※ 

（※小学校からの申込がなかったため） 

・元年度実績    仙台市介護人材確保取組み実行委員会 ３回開催 

区民まつり等へのブース出展 ３回実施 

小学校への出前授業 ２回実施 

・３０年度実績  仙台市介護人材確保取組み実行委員会 ４回開催 

区民まつり等へのブース出展 ２回実施 
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小学校への出前授業 １回実施 

介護人材確保に向けた取り組みを紹介するホームページを開設 

 

☆（エ）ICTの活用による生産性向上、介護職員の事務負担軽減の支援 

ICT の活用等を通じて介護事業所における生産性向上の推進を図るため、支援策の検

討を行うほか、ICT導入定着等に向けたセミナー等を実施する。 

・２年度実績   セミナー開催 ５回 延べ参加者１０５人 

ICT導入サポート及び業務改善の提案 １社 

・元年度実績   セミナー開催 ４回 延べ参加者１１９人 

・３０年度実績  セミナー開催 ６回 延べ参加者８３人  

ICT導入サポート及び業務改善の提案 ３社 

 

（２）質の高いサービスを提供できる人材の確保 

○（ア）介護支援専門員(ケアマネジャー)や地域包括支援センター職員に対する研修等の実施 

介護支援専門員の資質向上を図るため、市内の指定居宅介護支援事業所、地域包括支援

センター、小規模多機能型居宅介護事業所、認知症対応型共同生活介護事業所、介護保険

施設等を対象として、研修会及び集団指導等を実施する。 

・２年度実績     研修会（うち包括も対象を含む）実績なし※ 

       （※新型コロナウイルス感染拡大防止のため中止） 

・元年度実績     研修会  ６回開催 １，５２０人参加 

（うち包括も対象 ５回開催   ２３６人参加） 

集団指導 １回開催   ３２１人参加 

（うち包括も対象 １回開催    ５２人参加） 

・３０年度実績    研修会  ７回開催 １，６２１人参加 

（うち包括も対象 ５回開催   １９４人参加） 

集団指導 １回開催   ３１５人参加 

（うち包括も対象 １回開催    ５２人参加） 

 

☆（イ）介護サービスの質の向上を図るための介護事業者連絡会の立ち上げ支援 

サービス種別単位での連絡会や勉強会等の開催を支援することで、制度の趣旨の徹底や、

困難事例の協働による解決など、個々の事業所のスキルアップを図る。 

・２年度実績  訪問介護事業所連絡会 実績なし※ 

        通所介護事業所連絡会 実績なし※ 

（※新型コロナウイルス感染拡大防止のため中止） 

・元年度実績  訪問介護事業所連絡会 １回開催  ５８事業所参加         

        通所介護事業所連絡会 実績なし※ 

（※３/４に開催を予定していたが、新型コロナウイルス感染拡大 

防止のため中止） 

・３０年度実績 訪問介護事業所連絡会 １回開催  ８７事業所参加 

        通所介護事業所連絡会 １回開催  ６８事業所参加 
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☆（ウ）好事例、優良施設の情報発信 

他の事業所に比べて優れている取り組みを実施している施設・事業所の取り組みを集団

指導や本市ホームページ等において情報提供する。 

・２年度実績   年度当初の集団指導で情報提供を実施※ 

         （※新型コロナウイルス感染拡大防止のためホームページへの資料

掲載により実施） 

・元年度実績   年度当初の集団指導で情報提供を実施 

・３０年度実績  年度当初の集団指導で情報提供を実施 

 

 

介護保険事業の円滑な運営に関する方策 

（１）低所得者の介護保険料軽減 

平成27年 4月の制度改正により、消費税率引上げによる公費（国1/2、都道府県1/4、市町村

が1/4ずつ負担）を投入して、第1号被保険者のうち所得が低い方を対象に、基準額に対する割

合を軽減している。 

仙台市の今計画期間（平成30年度から令和2年度）における基準額に対する割合は、次のとお

り。（消費税率引上げが令和元年10月からであることから、令和元年度については半年分の軽減、

令和2年度は1年分の軽減） 

所得段階 平成３０年度 令和元年度 令和２年度 

第１段階 ０.４５ ０.３７５ ０.３０ 

第２段階 ０.４５ ０.３７５ ０.３０ 

第３段階 ０.６５ ０.５２５ ０.４０ 

第４段階 ０.７５ ０.７２５ ０.７０ 

 

（２）一定回数以上の訪問介護（生活援助中心型）利用に関する市町村への届出件数 

厚生労働大臣が定める回数以上の訪問介護（生活援助中心型）をケアプランに位置付ける場合

には、当該ケアプランの市町村への届出が義務となっている。 

・２年度実績 

・令和元年度実績 

 要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５ 

厚生労働大臣が定める回数／月 ２７回 ３４回 ４３回 ３８回 ３１回 

届出件数 １５件 ９件 ４件 １件 ０件 

最大利用回数／月 ６０回 ７７回 ６８回 ４７回 ０回 

 要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５ 

厚生労働大臣が定める回数／月 ２７回 ３４回 ４３回 ３８回 ３１回 

届出件数 １２件 ２０件 ７件 ５件 １件 

最大利用回数／月 ６０回 ７６回 ５７回 ８６回 ３２回 
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 ・平成３０年度実績 

 

 要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５ 

厚生労働大臣が定める回数／月 ２７回 ３４回 ４３回 ３８回 ３１回 

届出件数 ９件 ７件 ３件 １件 １件 

最大利用回数／月 ５２回 ４６回 ４９回 ５２回 ５２回 


